
長計審③資料５ 政策分野別課題の検討①（スポーツ分野） 

（注）７歳と９歳は昭和58年度より調査開始。19歳
は昭和50年度には調査が実施されていない。 

出所）文部科学省「体力・運動能力調査」 
   内閣府「平成26年版子ども・若者白書」 

出所）文部科学省「体力・スポーツに関する世論調査」（平成25年）より作成 

(1)現基本計画の施策の主要成果 (2)社会環境の変化、国・都の動向等 (3)区民の意識意向等 (4)論点（「あるべき姿」と今後の「施策のあり方」） 

個別目標Ⅰ－４ 生涯を通じてこころ豊かに過ごせるまち 

 ■施策の方向＿スポーツ・レクリエーション活動の推進 
  □施策＿スポーツ・レクリエーション活動に親しむ環境整備 
   ○小豆沢体育館の改修工事を実施 
   ○高島平温水プールの改修工事を実施 
   ○浮間舟渡フットサルパークの開設 
   ○新河岸陸上競技場改修工事及び第４種公認更新 
   ○地域スポーツクラブ１団体の育成・支援 
   ○スポーツリーダーの派遣 
   ○スポーツプロモーターによるスポーツ施策の推進 
   ○高齢者スポーツ振興（高齢者スポーツ大学など） 
   ○スポーツ大使を創設し、東京五輪を含めたスポーツの 
    振興及び情報発信 
     第１期：村田諒太さん、加藤ゆかさん 
     第２期：全日本レスリング女子チーム 
     第３期：徳田耕太郎さん（ﾌﾘｰｽﾀｲﾙﾌｯﾄﾎﾞｰﾗｰ） 
   ○オリンピック教育推進校事業の実施 
   ○ＪＯＣとの連携（板橋区版トップアスリート就職支援 
    「アスナビ」の開催など） 
   ○オリンピック・パラリンピック気運醸成事業（オリンピアン 
    によるスイムクリニックなど） 

  □施策＿スポーツ・レクリエーション活動の機会拡充 
   ○区民等の登録団体に教育活動に支障のない範囲で 
    区立小・中学校の学校施設を身近なスポーツ活動の場 
    として提供（学校開放） 
   ○東京国体においてデモンストレーション競技「ウォーキ 
    ング」の開催 
   ○区民体育大会、板橋Cityマラソンの実施 
   ○障がい者スポーツ大会、障がい者水泳教室の実施 
   ○「感動を呼ぶスポーツによるホームタウンの創出」をめ 
    ざし、プロバスケットボールチーム「東京エクセレンス」と 
    協定を締結 
  ○ワールドカップ女子レスリングの開催 

○子どもの基礎的運動能力は、体力水準の高かっ
た昭和60年頃と比べて依然として低い水準にあ
るが、直近10年間では横ばいまたは向上傾向に
ある（図表１） 

 
○子どものスポーツや外遊びの環境の変化に関し
て、空間・時間・仲間の減少が指摘されている
（図表２） 

 
○成人のスポーツ実施率は緩やかに上昇傾向にあ
り、健康志向の高まりから、身近な場所で軽い
運動を行う人が増えている（図表３・４） 

 
○板橋区内の体育施設の利用状況は上昇傾向であ
る。（図表６） 

 
【国】 
○平成23年に施行されたスポーツ基本法に基づき、
平成24年３月にスポーツ基本計画を策定。「年
齢や性別、障害等を問わず、広く人々が、関心、
適性等に応じてスポーツに参画することができ
る環境を整備すること」が基本的な政策課題に
位置付けられている。（図表５） 

 
【都】 
○平成32（2020）年の東京五輪開催を見据えて、
平成25年に策定した「東京都スポーツ推進計
画」では、目標年次の2020年には世界に誇る成
熟都市の模範として、スポーツが都民の日常に
溶け込み、スポーツを通じて一人ひとりが輝く
「スポーツ都市東京」の実現を目指している。 

【区民意識意向調査】 
○スポーツ 
・相対満足度23.1% 
（全項目平均15.75%） 

・改善度0.08 
（全項目平均0.04%） 

・行政サービスで縮小もや
むを得ない分野（第2位）
32.5％ 

 
【区民検討会】 
○「健康・福祉」分野の討議
において、「からだづくり
の環境整備・健康づくりへ
の取り組みの強化」や「区
民一人ひとりの健康づくり
への取組み」が取り組むべ
き課題として提案された。 

50m走 ソフトボール投げ（小学生） 
ハンドボール投げ（中学生以上） 
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図表1 ７歳～19歳の運動能力の推移 図表２ 今の子どものスポーツや外遊びの環境の変化 
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図表３ 成人の週１回以上スポーツ実施率の推移 

出所）「体力・スポーツに関する世論調査」に基づく文部省推計 

図表６ 板橋区における体育施設の利用状況 

出所）文部科学省「平成24年度文部科学白書」 

図表４ スポーツ・運動の１年間の実施状況（上位10種目＋「スポーツや運動はしなかった」）とスポーツ・運動を行った場所 
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図表５ スポーツ基本計画の全体像 
出所）東京都「都民のスポーツ活動に関する世論調査」（平成24年10月）より作成 
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（注）室内競技場、武道場、プール、トレーニングルームの合計。ただし、小
豆沢体育館，屋外施設等のプール利用者数は含まず。また、高島平温水
プールは平成22年4月から平成23年８月27日まで改修のため休館となって
おり、集計に含まず。 

出所）指定管理者による板橋区立体育施設年間報告書より作成 
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